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第 1 章 序章 
 
1.1 研究背景と目的 
壁式プレキャスト鉄筋コンクリート（WPC）構造集合住宅建物（以下，WPC 構造建物）は，壁式
現場打（WRC）構造建物と同様に耐震性能が高く，過去の大地震でも上部構造の損傷は軽微 1）で
ある。一方，実被害の中には基礎の損傷例がいくつか報告されている 1）。これは建物の支持力を
低下させ，建物の耐震性能に影響を及ぼし得る損傷や挙動である。これらを踏まえ，著者 2,3）ら
は標準的な 5 階建て WPC 構造建物を対象に基礎と地盤を考慮した 2 次元連成系モデルを構築し
て極めて稀に発生する地震動レベルでの時刻歴地震応答解析を行い，上部構造と基礎の応答お
よび損傷の特徴と傾向を評価した。解析結果を図 1.1 および 1.2 に示す。解析の結果，上部構造
（連成系の一次卓越周期 T1=0.40）が一体となって建物脚部の接合部の損傷が多くなり，特に硬
い地盤（CASE2，地盤の一次卓越周期 T1=0.88）では上部構造への入力が大きくなる傾向を確認し
た。（付録 2参照） 
 
  
図 1.1 各層の最大層せん断力係数 3） 図 1.2 各層の最大応答変位 3） 
CASE2R は CASE2 の地盤で基礎の浮き上がりを許容した場合を示す。 
 
これより，WPC 構造集合住宅建物の性能評価においては，地盤を考慮した解析による上部構造
の応答および損傷の特徴と傾向を把握することが望ましい。本論では，より簡易的に評価するこ
とを目標として，基礎を固定とした場合の張間方向と桁行方向の 2 次元の静的増分解析モデル
を用いて，多様な地盤を対象に限界耐力計算を行う。さらにこの結果を踏まえた上で，同検討対
象の 5 階建て WPC 構造建物および 8 階建て WPC 構造建物を 1 質点系に縮約したモデルを用いて
同地盤に対して地震応答解析を行い，上部構造の挙動と限界耐力計算による性能評価値につい
て比較する。 
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1.2 論文構成 
本論文の構成について述べる。本論文は，地盤を考慮した WPC 構造集合住宅建物の応答解析に
よる耐震挙動と限界耐力計算による性能評価値との比較について述べる。 
章構成と各章の概要について以下にまとめる。 
 
第1章 序論 
研究背景と目的について述べる。論文の構成について説明する。 
 
第2章 既往研究対象建物の概要 
既往研究において対象としてきた 5 階建て WPC 構造集合住宅建物および 8 階建て WPC 構造集
合住宅建物の概要について述べる。 
 
第3章 表層地盤が与える安全限界耐力と保有水平耐力の関係 
2 次元の SR モデルを用いて張間方向および桁行方向に対してそれぞれ静的増分解析を行い，
その結果をもとに地盤を考慮して性能評価を行う目的で限界耐力計算を行う。その際，工学的基
盤における応答スペクトルとして告示スペクトルを想定し，表層地盤はいくつかのパラメータ
で表して，それぞれ必要スペクトルを算出し，安全限界耐力と比較する。 
 
第4章 地震応答解析のモデル化の妥当性 
2009 年度耐震壁実験をもとに壁 1 枚のモデルを作成し，強制変位を与えることで増分解析に
より正負交番載荷を行いモデルの復元力特性の履歴特性の妥当性を確認する。 
 
第5章 等価 1質点系モデルによる地震応答解析 
応答解析による建物の要求性能を比較する目的で，ｌ質点系で評価できる知見を明らかにす
る方針とし，WPC 建物を静的増分解析の結果を参考にｌ質点系に縮約し，あらゆる地盤に対して
地震応答解析を行う。また高層化により建物の挙動がどのように変化するか確認する。 
 
第6章 結論 
これまでの研究総括を述べる。 
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第 2 章 既往研究対象建物の概要 
 
2.1 5 階建て WPC 構造集合住宅建物の概要 
図 2.1 に対象建物の基準階平面図を示す。これは標準設計された 5階建て既存 WPC 構造建物
で「公_76_5PC_3DK(A9-3)」呼ばれる型式であり以下の詳細図等は著者ら 4）が入手できた同型
式の図面に準拠する。同一階内の住戸を連結する共用廊下は存在せず，3つの階段室の両側に 1
住戸ずつ配置されている。桁行方向の長さは 40.5m，張間方向は 7.5m，1 住戸あたりの桁行方
向の長さは 6.75m である。桁行方向を X方向，張間方向を Y方向とすると，一般的な既存集合
住宅では，壁量の違いから X方向の耐震性能の方が Y方向のそれよりも低くなる。 
対象建物の一住戸分の PCa 板の構成を図 2.2 に，水平接合部および鉛直接合部の詳細を図
2.3 および図 2.4 に示す。上下階の PCa 耐震壁板は図 2.3 に示すセッティングベース(SB)と呼
ばれる水平接合金物により接合されている。水平接合部では折り曲げた接続筋をフレア溶接し
た鋼板組物が PCa 壁板に埋設されており，鋼板同士が現場溶接接合されることで一体化され
る。基礎梁と壁板との接合には水平接合部が用いられている。また，平面上直交する耐震壁の
交点および階段室脇の耐震壁には，鉛直方向に床スラブレベルを貫通する 1本の鉄筋（鉛直接
合筋）が配されている（図 2.4）。水平接合部と鉛直接合筋は上下階耐震壁間の離間抑制に寄与
する。耐震壁板の側面にはシアコネクタが設けられており，壁板側面から突出した水平方向の
鉄筋（差筋）が相互に溶接され，鉛直接合筋と一体にコンクリートが充填されることで平面的
に隣接する壁板同士の鉛直方向のずれが抑制される構造になっている。また，鉛直接合部の後
打ちコンクリート内の鉛直方向の鉄筋（図 2.2，2.4 の c,e,f 部）および B通り構面 PCa 壁板に
埋設され上下の連続する壁板に接合される鉄筋（図 2.2，2.4 の g部）を鉛直接合筋と呼ぶが，
この鉄筋の基礎梁への定着および継手部でのフレア溶接は鉄筋の引張耐力を確保するのに十分
な長さとなっている。これらの配筋および鉄筋径等の詳細については，著者らによる既往研究
2,5-7）を参照いただきたい。 
 
 
 
図 2.1 検討対象建物の基準階平面図 
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図 2.2 WPC 構造集合住宅の構成 
 
 
図 2.3 水平接合部（図 2.2 の a 部詳細） 
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図 2.2 の c 部詳細 
 
 
図 2.2 の e 部詳細 図 2.2 の f 部詳細 
 
図 2.2 の g 部詳細 
図 2.4 鉛直接合部 
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図 2.5 に張間方向の軸組図を示す。同じ軸組が複数存在するので，独立した形状の軸組は
1，2，3，5通りのみである。5通りの軸組は 1通りの軸組と同じ形状であるが，壁厚が異なる
上に，接合部の配筋も異なっている。壁厚は 1通りと 13 通りの妻壁のみ 180mm で，その他は
150mm である。張間方向の同一軸組となる通りの組合せを表 2に整理した。壁板の形状は各階
共通であるが，下階ほど鉄筋径が大きいものが配筋されている。また，水平接合部および鉛直
接合部の接続筋や鉛直接合筋の径も下階ほど大きい。 
 
 
表 2.1 張間方向の同一軸組架構 
 
  
 
               (a) 1,5 通り    (b) 2 通り   (c) 3 通り 
図 2.5 検討対象建物の張間方向軸組図 
同一軸組 1, 13 通り 2, 4, 6, 8, 10, 12通り 3, 7, 11 通り 5, 9 通り 
同一軸組数 2 6 3 2 
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図 2.6 に桁行方向の軸組図を示す。A通りと B通り構面は各階 3枚の PCa 壁板で構成され，C
通り構面は階段室の開口があり，2枚で構成されている。整理のため，開口脇の壁および梁に
ついて，図中 2階と 4階部分に符号を表記した。これらは各階共通である。図 2.7 には桁行方
向の腰壁(壁梁)の断面を示す。 
 
 
  
 
(a) A 構面 (b) B 構面 (c) C 構面 
図 2.6 検討対象建物の桁行方向軸組図 
 
図 2.7 G4 壁梁断面 
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検討対象建物では，図 2.8 に示すように，水平接合部(SB)と鉛直接合筋（VR）について，それ
らの位置に応じて 2 種類ずつの配筋設計がなされている。図中の SB-A と SB-B および VR-A と
VR-B はそれぞれ SB と VR の配筋タイプを示し，各階の鉄筋径を表 3 に整理した。SB-A と SB-B 
とでは，1階と 2階の接続筋径が異なっており，VR-A と VR-B とでは 1-3 階の鉛直接合筋径が異
なっている。 
 
 
表 2.2 SB の接続筋と鉛直接合筋の配筋タイプと鉄筋径 
階層 SB の接続筋 鉛直接合筋 SB-A タイプ SB-B タイプ VR-A タイプ VR-B タイプ 
5 
D16 D16 D16 
D16 4 
3 D19 
2 D19 D19 D22 1 D22 D19 
基礎構造は布基礎とし，基礎底深さは地表-1m，基礎床板幅は 750-1000mm である（図 2.9）。
図 2.10 の既製鉄筋コンクリート杭（杭径 300mm，肉厚 60mm）の配置を図 2.1 に示す。 
  
図 2.9 基礎梁断面 図 2.10 杭頭詳細図 
 
 
図 2.8 住戸内の接続筋位置 
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第 3 章 表層地盤が与える安全限界耐力と保有水平耐力の関係 
既往研究 3)では，5階建て WPC 建物の張間方向に対して極稀地震動を用いて応答解析を行った
結果，ある一例の第 2種相当地盤（地盤の一次卓越周期 T1=0.88s）を想定した場合，応答変形角
は 1/15 程度となり，周期の短い WPC 建物に対して第 2種相当地盤では相当大きな入力になりえ
ることが確認されている。 
地盤をパラメータとした鉄筋コンクリートの応答評価に関する研究として，平石ら 8)は保有水
平耐力計算により耐力を算定した建物を 1 質点系モデルを作成し時刻歴地震応答解析を行い，
第 2種，第 3種地盤での脆性型の上部構造の応答変位が大きくなることが確認されている。 
以上より，本研究では著者ら 5-7)が構築した，接合部の非線形挙動と損傷を評価できる上部構
造モデルを用いて張間方向，桁行方向に対する静的増分解析を行い，地盤を考慮して性能評価を
行う目的で限界耐力計算を行う。その際，工学的基盤における応答スペクトルとして告示スペク
トルを想定し，表層地盤はいくつかのパラメータで表して，それぞれ必要スペクトルを算出し，
安全限界耐力と比較する。基礎形式は全ての地盤において，杭基礎であることを想定している。
また，地盤の 1次卓越周期は T1=4H/Vs（Vs値は増分計算後の値）として算出する。 
 
 
3.1 地盤条件 
検討する表層地盤は以下の 2つの地盤群とした。 
 
地盤群 1： 地盤周期による特性の傾向を把握することを目的として，架空の地盤で地表から
解放工学的基盤までを単層地盤と仮定し S 波速度 Vs と地盤深さ H をパラメータ
と図 3.1 のように地盤を定義した。単層地盤中では S波速度 Vsを 100，150，200，
250，300，350m/s とし，解放工学的基盤では Vs=400m/s とした。地表面から解放
工学的基盤の表面までの地盤深さ Hは 15，20，25m とし，これらを組み合わせる
ことで計 18 種の地盤に対して検討を行う。また，土質は全て粘土層とした。 
 
地盤群 2： せん断波速度 Vsが一様でない場合の傾向を把握することを目的として，平石らの
論文 8）を参考に防災科学研究所強震ネットワーク（K-NET）に公開されている地
盤の情報を用いた。なお土質は記載されている土状図を参考に砂質土と粘性土の
2 種類に簡略化した。また K-NET により公開されている地盤情報の深度は 20m ま
で示されているが，文献 8）に従い， Vsが 400m/s 以上の層が 5m 以上に渡って続
いている場合にはその層を工学的基盤とし，該当する層がない場合にはその最深
である深度 20m を工学的基盤の上部とした。図 3.2 の 6 つの各地盤条件の Vs分布
を図 3.3，地盤概要を表 3.1-6 に示す。図 3.3 において太線が粘性土，細線が砂
質土を表す。 
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図 3.1 地盤条件 1（地盤深さ H, S 波速度 Vsをパラメータとした） 
 
 
 
図 3.2 地盤条件 2 
（平石らの論文 8）の解析地点より 
6 つの解析地点を抜粋した） 
図 3.3 各地盤条件の Vs分布 
（太線：粘性土，細線：砂質土） 
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地盤群 2の概要を表 3.1-3.6 に示す。 
 
表 3.1 地盤概要（鎌倉）第 1種相当地盤 表 3.2 地盤概要（川越）第 1種相当地盤 
 
 
表 3.3 地盤概要（町田）第 2種相当地盤 表 3.4 地盤概要（川崎）第 2種相当地盤 
 
 
 
表 3.5 地盤概要（川口）第 3種相当地盤 
 
表 3.6 地盤概要（横浜）第 3種相当地盤 
  
 
 
これらの条件のもと，解析に用いる地盤の非線形モデルは Hardin-Drnerich model9）とした。
基準せん断歪みγ0.5，最大減衰定数 hmaxは文献 9）より，砂質土においてはそれぞれ 0.10%，21%，
粘性土においてはそれぞれ 0.18%，17%とした。 
また地盤の液状化については考慮しないものとした。地盤の一次卓越周期 T1は国交省 10)の手
法を参考に，表層地盤モデルを等価 2層地盤へ置換し，各層の相対変位，ひずみを収斂計算によ
り算出し，その値を用いて算出したせん断剛性を用いて告示 10)を参考に算出した。 
各地盤の加速度応答スペクトル（減衰 5%）は付録 1に記載した。 
 
 
  
層 
 
土質 
 
深度 
[m] 
層厚 
[m] 
密度 
[t/m3] 
P 波速度 
[m/s] 
S 波速度 
[m/s] 
1 砂質土 1.85  1.85  1.52  430 130 
2 粘性土 2.95  1.10  1.60  430 130 
3 砂質土 4.00  1.05  1.72  1200 220 
解放工学的地盤   1.76  1580 540 
層 
 
土質 
 
深度 
[m] 
層厚 
[m] 
密度 
[t/m3] 
P 波速度 
[m/s] 
S 波速度 
[m/s] 
1 砂質土 0.35  0.35  1.39  440 165 
2 粘性土 2.00  1.65  1.18  440 165 
3 粘性土 4.40  2.40  1.11  1870 165 
4 砂質土 8.00  3.60  1.48  1870 210 
解放工学的地盤   1.45  1870 425 
層 
 
土質 
 
深度 
[m] 
層厚 
[m] 
密度 
[t/m3] 
P 波速度 
[m/s] 
S 波速度 
[m/s] 
1 砂質土 0.10  0.10  1.42  530 120 
2 粘性土 2.15  2.05  1.49  530 120 
3 粘性土 3.00  0.85  1.46  530 120 
4 粘性土 5.00  2.00  1.64  530 240 
5 粘性土 10.35  5.35  1.68  1410 240 
6 砂質土 11.00  0.65  1.81  1410 240 
7 砂質土 14.60  3.60  2.00  1410 560 
8 粘性土 17.50  2.90  1.90  1410 340 
9 砂質土 19.00  1.50  1.93  1410 340 
10 砂質土 19.80  0.80  1.91  1410 340 
11 砂質土 20.00  0.20  1.91  1410 340 
解放工学的地盤   1.91  1410 400 
層 
 
土質 
 
深度 
[m] 
層厚 
[m] 
密度 
[t/m3] 
P 波速度 
[m/s] 
S 波速度 
[m/s] 
1 砂質土 1.60  1.60  1.57  1020 130 
2 粘性土 2.00  0.40  1.57  1020 130 
3 粘性土 4.80  2.80  1.70  1020 70 
4 砂質土 5.20  0.40  1.72  1020 70 
5 砂質土 5.70  0.50  1.72  1020 195 
6 砂質土 6.90  1.20  1.97  1020 195 
7 粘性土 16.80  9.90  1.67  1240 135 
8 粘性土 20.45  3.65  1.76  1240 170 
解放工学的地盤   1.76  1240 400 
層 
 
土質 
 
深度 
[m] 
層厚 
[m] 
密度 
[t/m3] 
P 波速度 
[m/s] 
S 波速度 
[m/s] 
1 砂質土 1.15  1.15  1.17  2380 95 
2 砂質土 1.70  0.55  1.46  2380 95 
3 粘性土 2.60  0.90  1.58  2380 95 
4 砂質土 3.80  1.20  1.50  2380 95 
5 粘性土 9.50  5.70  1.50  2380 125 
6 粘性土 20.00  10.50  1.41  1490 125 
解放工学的地盤   1.44  1490 400 
層 
 
土質 
 
深度 
[m] 
層厚 
[m] 
密度 
[t/m3] 
P 波速度 
[m/s] 
S 波速度 
[m/s] 
1 砂質土 1.50  1.50  2.14  385 135 
2 粘性土 3.40  1.90  1.97  385 135 
3 粘性土 4.60  1.20  1.69  975 85 
4 粘性土 15.00  10.40  1.64  975 85 
5 粘性土 17.40  2.40  1.82  975 110 
6 粘性土 18.50  1.10  1.94  975 445 
解放工学的地盤   2.01  1830 445 
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3.2 既往研究による 2 次元解析モデルの概要 
本節では，既往研究による張間方向と桁行方向の 2次元解析モデルの概要を述べる。建物の
上部構造の張間方向と桁行方向の静的増分解析モデルの概要を図 3.4 と図 3.5 に示す。いずれ
も各方向の構面から構成される 2次元モデルである。張間方向解析モデルでは，建物内の同一
形状架構を 1架構に集約した。桁行方向解析モデルでは，1通りと 5通りまでの 1階段室単位
を扱った。既存建物の単位面積あたり重量(固定荷重+積載荷重)は，一般階で 8.2kN/m2，R階で
5.6kN/m2であり，地震荷重を保有水平耐力計算における静的増分解析では Ai 分布，限界耐力計
算における安全限界時の増分解析では bsi 分布の地震力を与えた。地震力を表 3.7 に示す。剛
床を仮定し，各階の水平変位を等しくした。 
耐震壁は上下辺部に剛材を有する弾性線材に置換した。桁行方向の壁の住居開口上部および
下部の壁梁と開口脇の壁柱は弾性線材に置換し，壁梁と壁柱が直交する部分は剛材とした。開
口上部の壁梁は部材軸位置に設け，下部の壁梁は壁要素下部の水平剛材位置に設けた(図
3.5)。解析モデル中の耐震壁および境界梁は，同一架構数倍の幅を有する断面とした。耐震壁
のコンクリート強度は耐震診断 11)による下限値の 27N/mm2とし，ヤング係数は同強度に準じて
25.7kN/mm2と算出した 11)。張間方向解析モデルでは，同方向の壁に対して直交する壁(直交壁)
は耐震壁の曲げ変形に寄与する有効幅 12)と壁厚を有する長方形断面の弾性線材に置換した。一
方，桁行方向解析モデルにおける直交壁(張間方向の壁)は各構面間の 1/2 の壁幅と壁厚を有す
る長方形断面の弾性線材に置換した。 
 
図 3.4 張間方向の解析モデルの構成 
 
図 3.5 桁行方向の解析モデルの構成 
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表 3.7 地震荷重 
 
 
水平接合部と鉛直接合部は弾塑性ばね(SB ばねと JQ ばね)に置換した。SB ばねは上下階耐震
壁の水平方向のずれと鉛直方向の引張に抵抗するばねで，JQ ばねは平面的に隣接する壁同士の
鉛直方向の相対変位に対して抵抗するばねである。上下階耐震壁間の端部には，圧縮方向にの
み弾性高剛性の接触ばね(GP ばね)を設けた。上下階の直交壁間には，同壁中の水平接合部と鉛
直接合筋の引張強度の累加である鉛直引張方向にのみ抵抗する弾塑性ばね(CR ばね)を設けた。
既存住戸出入口上部の壁梁（以下，「境界梁」と呼ぶ）はせん断破壊することから，材中央にせ
ん断塑性変形ばね(SBM ばね)を設けた。桁行方向の住居開口周りの壁梁と壁柱には材端と材中
央に曲げ塑性変形ばねとせん断塑性変形ばねをそれぞれ設けた。各ばねの設定概要は表 3.8 の
通りである。設定の根拠については著者らの既往研究 4)を参照いただきたい。なお，ばねの復
元力特性は工学的に概ね妥当と考えられる設定の一例であり，一義的に決定されるものではな
い。 
 
表 3.8 上部構造の各ばね設定の概要 
名称 設定 
SB ばね 水平 SB ばねの水平方向のずれに対する復元力特性は，初期剛性が大きく，診断指針 12)
による水平接合部で連結された上下階耐震壁の長期軸力を考慮した終局せん断耐
力 Qhuを最大耐力とする完全弾塑性とした。 
鉛直 
 
SB ばねの鉛直引張方向に対する復元力特性は，実大水平接合部引張実験 5）を参考
に，最大耐力後負勾配を有するトリリニア型とした。第 1 折点と第 2 折点は，そ
れぞれ水平接合部の接続筋の降伏点と破断点である。接続筋降伏時の鉛直変位は
一律に 3mm とした。 
VJ ばね 鉛直 
 
鉛直接合筋の引張方向の抵抗を弾塑性ばね(VJ ばね)で評価し，その復元力特性は
鉄筋の引張耐力を最大耐力とする完全弾塑性とした。 
CR ばね 鉛直 CR ばねの復元力特性は SB ばねと VJ ばねの復元力特性の累加とした。図 16 には
各方向解析モデルにおける CR ばねの位置を示す。 
JQ ばね 水平/ 
回転 
JQ ばねの水平方向と回転方向の復元力特性は弾性高剛性とした。 
鉛直 
 
JQ ばねの鉛直方向の復元力特性は原点対称のテトラリニア型であり，既往の実験
データの比較により設定した。第 1 折点である接合部へのせん断ひび割れ発生時
のせん断耐力は最大せん断耐力の 1/3 とし，変位は 0.05mm とした。第 2折点であ
る最大せん断耐力 Qsuは参考文献に準拠した。最大せん断耐力後の残留せん断耐力
はコッター筋（差筋）のせん断耐力であり，最大せん断耐力の 27.7%とした。最大
せん断耐力時変位δsuおよび残留せん断耐力時変位δrはそれぞれ 1.5mm と 8mmと
した。1層あたり上下に 2箇所の JQ ばねを設定し，それぞれに 1 層あたりの耐力
の半分を与えた。 
SBM 
ばね 
せん断 
 
SBM ばねの復元力特性は，既往実験と著者らによる耐震壁実験 1)を参考に設定し
た。復元力特性の概形は JQ ばねと同様である。SBM ばねの初期剛性は十分大きく
し，第 1折点はせん断ひび割れ点で，その時のせん断耐力は終局せん断耐力 QSUの
1/3 とした。第 2 折点は終局せん断耐力点で，その時の部材角は 0.4%とした。最
大せん断耐力後の負剛性は梁の弾性せん断剛性の-0.005 倍とし，残留せん断耐力
は最大せん断耐力の 40%とした。 
桁行 
壁梁/柱 
ばね 
せん断 
 
せん断塑性変形ばねの復元力特性は SBM ばねと同様にテトラリニア型とした。最
大耐力はせん断終局耐力 QSUとし，参考文献に準じて算出した。壁柱のせん断耐力
算出における軸力は長期軸力を用いた。 
階 Mi(kN)
ΣMi
(t) αi Ai ΣWi/Wi bsi Ci
Qi
(kN)
Pi
(kN) Ci
Qi
(kN)
Pi
(kN)
R 227 748 748
5 294 227 0.162 1.68 6.17 1.68 0.34 748 652 0.34 748 409
4 294 521 0.372 1.37 4.77 1.13 0.27 1400 538 0.23 1157 336
3 294 815 0.581 1.21 4.77 0.93 0.24 1939 447 0.19 1493 194
2 294 1109 0.791 1.10 4.77 0.78 0.22 2386 364 0.16 1687 49
1 1403 1.000 1.00 4.77 0.63 0.20 2750 0.13 1737
Ai分布 bsi分布
 15 
 
曲げ 曲げ塑性変形ばねの復元力特性は初期剛性が十分大きい完全弾塑性とした。最大
耐力は曲げ終局耐力 MUとし，参考文献に準じて算出した。壁柱の曲げ耐力算出に
おける軸力は長期軸力を用いた。開口上部の壁梁の曲げ耐力については，壁板の
上辺に凹凸があり床板とのずれに対する耐力が高いと考えられることから，床板
との一体性を考慮した。床板の協力幅は壁梁の材軸方向スパンの 0.1 倍とした 12)。 
 
  
  
図 3.6 SB VJ ばねの復元力特性 図 3.7 JQ SBM 壁梁/柱の復元力特性 
  
 
図 3.8 張間方向と桁行方向の解析における CR ばね位置 
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表 3.9 壁柱の断面寸法と引張鉄筋表 
配筋※1 W1 W2 W3 W4 W5 W6 W7 W8 W9 W10 W11 
壁長さ※2 647 1060 752 852 1000 940 800 1900 647 1300 654 
5 階 D16 
D16 D16 D16 D16 D16 D16 D16 
D16 
D16 D16 
4 階 D19 2-D16 3 階 D16,D19 
2 階 D22 D19 D19 D19 D19 D19,D22 1 階 D19 D22 D19 
※1):壁柱の引張鉄筋は左端と右端で同一である。せん断補強筋比は全壁柱共通で 0.33%(1-2F)，0.25%(3-
4F)，0.21%(5F)である。※2):全ての壁柱幅は 150mm である。 
 
表 3.10 壁梁の断面寸法と引張鉄筋表 
配筋※1 G1 G2 G3 G4 G5 G7/G8 G9 G10 G11 
せい※2 485 485 365 225 485 450 550 550 365 
R 階 
D16 
4-9φ 
9φ@200 
D19 
6-9φ 
9φ@200 
--- --- 
D16 
2-9φ 
9φ@200 
D22 
2-13φ 
13φ@125 
/ 
D19 
2-13φ 
13φ@80 
D16 
6-9φ 
9φ@200 
D16 
6-9φ 
9φ@200 
--- 
5 階 
D19 
13φ 
9φ@200 
D22 
13φ,5-9
φ 
9φ@200 
D16 
--- 
9φ@200 
D16 
--- 
3,2φ
@100 
D16 
2-9φ 
9φ@200 
D19 
13φ,5-9
φ 
9φ@200 D19 13φ 
9φ@200 
D16 
--- 
9φ@200 
4 階 
D22 
13φ 
9φ@200 
D22,D16 
13φ,5-9
φ 
9φ@150 
D19 
--- 
9φ@200 
D22 
2-9φ 
13φ@150 
D19,D16 
13φ,5-9
φ 
13φ@200 D19 --- 
9φ@200 
3 階 
D22,D16 
13φ,5-9
φ 
13φ150 
D22 
--- 
9φ@200 
D22 
2-9φ 
13φ@100 
D22,D16 
13φ,5-9
φ 
13φ@150 
D22 
13φ 
13φ@200 
2 階 
D22,D16 
13φ,5-9
φ 
13φ125 
D22,D16 
--- 
9φ@200 
D22,D16 
2-9φ 
13φ@70 
2-D22 
13φ,5-9
φ 
13φ@100 
D22 
13φ 
13φ@150 
D22 
--- 
9φ@150 
1 階 --- --- 
D22,D16 
--- 
9φ@150 
--- --- --- --- 
D22,D16 
--- 
13φ@150 
※1)：上段は壁梁の引張鉄筋，中段は壁梁上部のスラブ筋，下段は壁梁のせん断補強筋を示す。壁梁の引張鉄筋は上端と下端で同一
である。G6 梁は無筋コンクリ―ト梁である。※2):全ての壁梁幅は 150mm である。 
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3.3 静的増分解析の結果と考察 
保有水平耐力計算における静的増分解析では Ai 分布，限界耐力計算における安全限界時の増
分解析では bsi分布の地震力を与えた。荷重変形角関係を図 3.9 に示す。変形と接合部ばねの損
傷の様子を桁行方向，張間方向それぞれ図 3.10，12 に示す。図中の●および○印は接合部ある
いは部材の曲げ，せん断ばねがそれぞれ復元力特性における第 1 折点および第 2 折点に到達し
たことを示す。 
 
（桁行方向） 
保有水平耐力時の 1階層せん断力係数 CQU1は Ai分布，bsi分布それぞれ 0.72，0.65 であり，保
有水平耐力時の変形角 Rは Ai分布，bsi分布でそれぞれ 0.49，0.50％となった。ここでの変形角
R（%）は建物頂部の水平変位を 1階スラブレベルからの距離で除した値である。分布の違いによ
り損傷の傾向に違いはなく，R=0.03%時に耐震壁が曲げ降伏，R=0.05%時に壁梁が曲げ降伏し建物
の水平剛性が低下する。R=0.18%時に境界梁のせん断破壊，R=0.23%時に鉛直接合部のせん断破壊
が発生し，R=0.50%時に保有水平耐力に至る。また，安全限界は主要な梁の変形角が
0.20%(R=1/50)を超えた時点とし，建物の変形角 Rが 0.33%時に安全限界を迎えた。 
 
（張間方向） 
保有水平耐力時の 1階層せん断力係数 CQU1は Ai分布，bsi分布検討時でそれぞれ 0.65，0.57 で
あり，保有水平耐力時の変形角 R はどちらも 0.18％となった。桁行方向と同様，分布の違いに
より損傷の傾向に違いはなく，R=0.01%時に鉛直接合部と境界梁にせん断ひび割れが発生し，建
物の水平剛性が低下する。R=0.12%時に境界梁のせん断破壊が発生し保有水平耐力に至る。この
時点を安全限界とした。 
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図 3.9 張間方向検討時の荷重変形角関係 
 
 
1 通り     3 通り  2 通り    5 通り 
図 3.10 変形角 0.18%時の損傷の様子（bsi分布） 
 
 
A 構面            B 構面             C 構面 
図 3.12 変形角 0.33%時の損傷の様子（bsi分布） 
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3.4 限界耐力計算のフロー 
試設計建物の張間方向の静的増分解析結果を用いて，上部構造の等価 1自由度系の応答加速度
-応答変位関係（構造特性曲線）を求めた。 
構造特性曲線の縦軸 Saの算出式を以下に示す。 
S = QM (3.4.1) 
ここで，Q1と Muは 1階層せん断力と有効質量を示す。 
構造特性曲線の応答変位 Saと有効質量 Muおよび地盤の回転変位に関係する有効高さ H の算出
式を以下に示す。 
S = ∑mδ

∑mδ  (3.4.2) 
M = ∑mδ

∑mδ  (3.4.3) 
H = ∑mδH∑mδ  (3.4.4) 
ここで，mi と δi および Hi は各階の質量と水平変位および 1 階スラブレベルからの高さを示
す。H0は基礎底面から 1階スラブレベルまでの距離である。 
 
必要スペクトルは以下の式により算出した。 
S = S ∙ Z ∙ G ∙ F (3.4.5) 
ここで，S0は解放工学的基盤で定義された施行令 13）の極めて稀に発生する地震動の加速度応
答スペクトルである。Zは地震地域係数（Z=1.2），Gsは表層地盤の増幅率，Fhは減衰による加速
度の低減率である。 
 
本節では，前節の地盤の川口の地盤を想定した場合の 5 階建て既存 WPC 構造建物に対して限
界耐力計算を行う。また地震地域係数 Z は 1.0 としており，告示 10）により算出した表層地盤の
安全限界時の増幅率 GS の形状とレベルを決める表層地盤の一次，二次卓越周期 T1，T2 とそれに
対する増幅率 GS1，GS2を以下に示す。これらの値をもとに横軸を時間とした安全限界時における
表層地盤の増幅率を図 3.13，極めて稀に発生する地震動の標準加速度応答スペクトルを図 3.14
に示す。 
 
・表層地盤の 1次卓越周期 T1=1.206s 
・表層地盤の 2次卓越周期 T2=0.402s 
・1 次卓越周期に対する地表面の増幅率 GS1=2.532 
・2 次卓越周期に対する地表面の増幅率 GS2=1.170 
 
 20 
 
  
T ≤ 0.8 Gs =   0.8 
0.8 <  ≤ 0.8 Gs =   −  0.8 −   +   − 0.8
  −  
0.8 −   
0.8 <  ≤ 1.2 Gs =   
1.2 <  
Gs =   − 11
1.2 − 0.1
+   −   − 11
1.2 − 0.1
∙ 11.2 
この場合において，建築物の安全限界時の GSが 1.23 の数
値を下回るときは 1.23 とする。 
T < 0.16 3.2 + 30 × T 
0.16 ≤ T < 0.64 8 
0.64 ≤ T 5.12 ⁄  
 
 
 
 
図 3.13 表層地盤の増幅率（安全限界時） 
 
図 3.14 極めて稀に発生する地震動の 
標準加速度応答スペクトル 
 
また，加速度の低減率 Fhは文献 10）を参考に式(3.4.6)により算出した。 
F = 1.51 + 10h (3.4.6) 
 
上記式の建築物の等価粘性減衰定数 h は地盤の影響を考慮して，h を式(3.4.7)により算出し
た。 
第 1項が水平地盤ばねの等価粘性減衰 hswの寄与分，第 2項が回転地盤ばねの等価粘性減衰 hro
の寄与分，第 3項が上部構造の等価粘性減衰 hbの寄与分である。 
h = h- .TT/0
1
+	h3 .T3T/ 0
1
+ h45 .T45T/ 0
1
 
上部構造   水平地盤ばね  回転地盤ばね    
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限界耐力計算を行うにあたり，文献 14）を参考に安全限界時の水平地盤ばね定数 Kh，回転水平
地盤ばね定数 Kr，連成効果による加速度の低減率 Fh を算出した。算出値，および算出過程で必
要とした値について以下に示す。 
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 23 
 
図 3.15 に 5 階建て WPC 構造建物の張間方向に対する静的増分解析結果（bsi分布）から算出し
た構造特性曲線と 4.2 の地盤群 2の川口における必要スペクトルを示す。限界耐力計算の結果，
安全限界時における構造特性曲線の応答加速度は必要スペクトルを満足した。これは上部構造
の安全限界固有周期 Ts（0.30 秒）が地盤の 1次卓越周期 T1（1.21 秒）と遠いことから，地盤と
の相互作用による等価粘性減衰定数 h への寄与分が大きいためと考えられる。このときの加速
度の低減率 Fhは 0.61 である。 
 
 
図 3.15 安全限界時の Sa-Sd曲線（張間方向，川口） 
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3.5 地盤をパラメータとしたときの限界耐力計算による評価 
 
 
図 3.16 安全限界時の Sa-Sd曲線（川口の場合） 
3.4 節のように限界耐力計算を 3.1
節で示した地盤に対して行い評価を
行う。評価方法として図 3.16 のよう
に， 
Qs：最大応答加速度スペクトル 
Qsn：必要安全限界耐力 
とした時に，Qs / Qsn（＝余裕度）を
縦軸，地盤の一次卓越周期 T1，S 波速
度 Vs を横軸とすることで，Qs / Qsn≧
1 となった地盤の場合，限界耐力計算
で必要安全限界耐力を満たしている
ことを示す。 
 
 
張間方向に対する地盤ごとの限界耐力計算法による評価として余裕度-地盤の一次卓越周期の
関係を図 3.17，余裕度-S 波速度の関係を図 3.18 に示す。 
また，各地盤の一次卓越周期，安全限界耐力を表 3.12 に示す。 
 
 
図 3.17 地盤ごとの限界耐力計算法による評価 
 
 
図 3.18 地盤ごとの限界耐力計算法による評価 
地盤群 1のみ 
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表 12 各地盤の一次卓越周期，安全限界耐力 
 
 
（3.4.7）式に示した等価粘性減衰定数 hに影響する上部構造，水平地盤ばね，回転地盤ばね
の値の割合をそれぞれ地盤条件および地盤深さごとに図 3.19-22 に示す。 
 
  
図 3.19 H=15m の減衰定数への影響 
 
図 3.20 H=20m の減衰定数への影響 
 
  
図 3.21 H=25m の減衰定数への影響 図 3.22 地盤群 2における減衰定数の影響 
 
  
地盤の1次卓越周期
Tg[s]
必要安全限界耐力
Sa2[m/s2]
余裕率
Sa1/Sa2
100 0.95 5.19 1.37
150 0.62 7.87 0.92
200 0.41 10.56 0.68
250 0.29 9.67 0.74
300 0.22 7.96 0.89
350 0.18 7.46 0.95
100 1.26 5.83 1.24
150 0.82 6.70 1.02
200 0.59 7.91 0.91
250 0.40 9.14 0.78
300 0.31 8.25 0.86
350 0.25 7.48 0.95
100 1.58 5.95 1.21
150 1.02 6.80 1.07
200 0.73 7.57 0.95
250 0.53 7.94 0.90
300 0.40 8.01 0.89
350 0.32 7.49 0.95
川口 1.26 5.59 1.27
横浜 0.90 5.35 1.32
川崎 0.69 4.95 1.43
町田 0.30 9.33 0.76
川越 0.26 14.36 0.49
鎌倉 0.14 11.32 0.63
20m
25m
7.08
実際の
地盤
H
[m]
Vs
[m/s]
15m
安全限界耐力
Sa1[m/s2]
告示
0% 20% 40% 60% 80% 100%
100
150
200
250
300
350
S
波
速
度
V
s[
m
/s
]
hb(Tb/Te)3
上部構造
hsw(Tsw/Te)3
水平地盤ばね
hro(Tro/Te)3
回転地盤ばね
0% 20% 40% 60% 80% 100%
100
150
200
250
300
350
S
波
速
度
V
s[
m
/s
]
hb(Tb/Te)3
上部構造
hsw(Tsw/Te)3
水平地盤ばね
hro(Tro/Te)3
回転地盤ばね
0% 20% 40% 60% 80% 100%
100
150
200
250
300
350
S
波
速
度
V
s[
m
/s
]
hb(Tb/Te)3
上部構造
hsw(Tsw/Te)3
水平地盤ばね
hro(Tro/Te)3
回転地盤ばね
0% 20% 40% 60% 80% 100%
川口
横浜
川崎
町田
川越
鎌倉
hb(Tb/Te)3
上部構造
hsw(Tsw/Te)3
水平地盤ばね
hro(Tro/Te)3
回転地盤ばね
 26 
 
結果より分かったことを以下に示す。 
 
1. 地盤の一次卓越周期が限界耐力計算の評価に与える影響について，図 3.17 より地盤群
1 では地盤の一次卓越周期が小さい地盤よりも大きい地盤の方が余裕度が大きくなり，
安全限界時における構造特性曲線の応答加速度が必要スペクトルを満足することが分
かった。これは検討対象の建物の安全固有周期 Tsが 0.303 秒であり，この値と地盤の
一次卓越周期 T1が遠いためと考えられる。一方，地盤群 2 では余裕度が 1 を超えた地
盤は川崎，横浜，川口であり，その中で川崎は地盤の一次卓越周期が最も小さいにも関
わらず，他の地盤に比べて余裕度が最も高い。この原因として図 3.22 より地盤の影響
を考慮した建築物の等価粘性減衰定数 h への水平地盤ばね減衰定数 hbの影響が大きい
ことが挙げられ，これは図 3.3 における深度-2～-5m の S 波速度 Vs が小さいことに起
因する。 
 
2. S 波速度が限界耐力計算の評価に与える影響について，図 3.18 より地盤深さ H=15m の
方が H=25m よりも，S波速度 Vsの影響を顕著に受けていることが分かった。これは特
に Vs=200，250m/s において図 3.19 と図 3.21，22 を比較すると地盤の影響を考慮した
建築物の等価粘性減衰定数 hへの水平および回転地盤ばねの影響が小さいためであ
る。 
 
3. 加速度の低減率 Fh算出時に用いる等価粘性減衰の内訳が与える影響について，図 3.19-
22 より水平地盤ばね定数の与える影響が大きく，等価粘性減衰のうち 45%以上を水平
地盤ばねの減衰定数による値が占める場合では余裕度が 1 を超え，安全限界時におけ
る構造特性曲線の応答加速度が必要スペクトルを満足することが分かった。水平地盤
ばね減衰定数 hbによる値が大きくなるのは，結果 1 と同様，深度-2～-5m の S 波速度
Vsが小さいことが条件である。 
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桁行方向に対する地盤ごとの限界耐力計算による評価として余裕度−地盤の一次卓越周期の関
係を示した。張間方向に対する評価を図 3.17，桁行方向に対する評価を図 3.23 に示す。また，
各地盤の一次卓越周期，安全限界耐力を表 3.13 に示す。 
 
 
図 3.17 地盤ごとの限界耐力計算法による評価 
（張間方向） 
 
 
図 3.23 地盤ごとの限界耐力計算法による評価 
（桁行方向） 
 
表 3.13 各地盤の一次卓越周期，安全限界耐力 
 
赤字は張間→桁行方向で変更となった値を示す 
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等価粘性減衰定数 hに影響する上部構造，水平地盤ばね，回転地盤ばねの値の割合をそれぞ
れ地盤条件および地盤深さごとに図 3.24-27 に示す。 
 
  
図 3.24 H=15m の減衰定数への影響 図 3.25 H=20m の減衰定数への影響 
  
図 3.26 H=25m の減衰定数への影響 図 3.27 地盤条件 2における減衰定数の影響 
結果より分かったことを以下に示す。 
 
1. 地盤の一次卓越周期による限界耐力計算の評価への影響について，図 3.23 より，地
盤群 1では地盤の一次卓越周期 T1=0.4～1.0 の地盤よりも小さいまたは大きい地盤の
方が余裕度が大きくなり，安全限界時における構造特性曲線の応答加速度が必要スペ
クトルを満足することが分かった。また図 24-27 より，回転地盤ばねの寄与度が小さ
く，これは桁行方向の建物の幅が張間方向に比べ大きいためと考えられる。一方，地
盤群 2では図 3.23 より余裕度が 1を超えた地盤は川口，川崎，横浜であり，地盤群 1
とほぼ同じような傾向となった。 
 
これより，得られた知見は以下の通りである。 
5 階建て既存 WPC 構造集合住宅建物の張間方向に対して静的増分解析を行いさまざまな表層
地盤を想定して限界耐力計算を行った結果，地盤の一次卓越周期が検討対象の建物の安全固有
周期と遠い地盤の方が，安全限界時における構造特性曲線の応答加速度が必要スペクトルを満
足する。 
また，その中でも深度-2～-5m の S 波速度 Vsが小さい地盤の方が水平地盤ばねの減衰定数 hが
小さくなることで加速度の低減率 Fh に与える影響が大きく，必要スペクトルを満足する傾向が
ある。 
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第 4 章 地震応答解析のモデル化の妥当性 
2009 年度耐震壁実験 15)を元に，SNAP を用いて解析モデルを作成し，強制変位を与えることで
正負交番載荷を行うことで耐震壁実験と解析結果を比較した。その結果を確認することで地震
応答解析でのモデル化の復元力特性の履歴特性の妥当性について示すことを本章の目的とする。 
 
4.1 数値解析モデル 
モデル概要は参考文献 15)を参考にした。基本的に壁は材軸に沿った線材に置換し，線材の断
面は試験体部材断面と同等なものとした。材料特性も断面と同様に，材料試験等の結果から算出
した。接合部は主に弾塑性ばねに置換したが，詳細については次項以降に述べる。 
数値解析モデルの寸法および部材断面と材料特性を図 4.1，表 4.1 に示す。 
 
 
図 4.1 解析モデル寸法 
 
 
：転倒モーメントによる 
荷重(=127kN) 
：強制変位 
正 
負 
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表 4.1 部材断面と材料特性（W5） 
 
 
解析には SNAP18)を用いて，図 4.1 に示す端部に強制変位を与えて静的弾塑性増分解析を行っ
た。 
載荷履歴を図 4.2 に示す。水平変位履歴は，層間変形角を R として，振幅が R=±0.025%，±
0.05%，±0.1%，±0.2%，±0.33%，±0.5%，±0.67%，±1%，±2%となるような漸増正負繰り返
しとした。また，解析を行う際，転倒モーメントを考慮した鉛直荷重のかける方向を途中で変更
が出来ないため，正方向，負方向でそれぞれ 2種類の解析を行った。 
 
図 4.2 載荷履歴 
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4.2 弾塑性ばねの復元力特性 
1.1 に示したモデルの弾塑性ばねの復元力特性は参考文献 7)をもとに算出した。詳細について
この節で示す。 
 
4.2.1 2 階壁水平接合部（ばね記号：SB） 
SB ばねの水平方向のずれに対する復元力特性は，初期剛性が大きく，診断指針 12）による水平
接合部で連結された上下階耐震壁の長期軸力を考慮した終局せん断耐力 Qhuを最大耐力とする完
全弾塑性とした。 
鉛直引張方向については，実大水平接合部引張実験 5）を参考に最大耐力後負勾配を有するト
リリニア型とした。第 1折点と第 2折点は，それぞれ水平接合部の接続筋の降伏点と破断点であ
る。最大耐力は以下式で算出した。ばね SB の位置を図 4.3 に，ばね SB の履歴特性を図 4.4 に示
す。 
 
図 4.3 ばね SB の位置 
 
 
 
 
P = 0.7 × 8a × σ; + N= 
				= 0.7 × 871.33mm × 295N mm × 2本⁄
+ 106kN 4箇所⁄ = 
				= 48.01kN 
 
図 4.4 ばね SB の復元力特性  
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4.2.2 直交壁水平接合部（ばね記号：CR） 
直交壁位置では上下階 PCa 板との接続に 2 つの SB と鉛直接合筋（1-D10）を用いていること
から，SB を 2 倍としたものと実験から得た鉛直接合部の降伏状況を耐力に足し合わせたものを
引張方向の弾塑性ばねとして入力した。最大耐力は以下式で算出した。ばね CR の位置を図 4.5
に，ばね CR の履歴特性を図 4.6 に示す。 
 
図 4.5 ばね CR の位置 
 
 
 
鉛直接合筋の降伏耐力 
71.33mm × 365N mm = 26.04kN⁄  
 
水平接合部の最大耐力 
P = 0.7 × 8a × σ; + N= 
				= 0.7 × 871.33mm × 365N mm × 2本 × 2箇所⁄
+ 106kN 4箇所⁄ = 
				= 91.45kN 
 
図 4.6 ばね CR の復元力特性  
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4.2.3 鉛直接合部（ばね記号：JQ） 
JQ ばねの水平方向と回転方向の復元力特性は弾性高剛性とした。 
鉛直方向の復元力特性の包括線は原点対称のテトラリニア型であり，既往の実験データの比
較により設定した。第一折点である接合部へのせん断ひび割れ発生時のせん断耐力は最大せん
断耐力の 1/3 とし，変位は 0.05mm とした。第 2 折点である最大せん断耐力 Qsuは参考文献 7）に
準拠した。最大せん断耐力の残留せん断耐力はコッター筋（差筋）のせん断耐力であり，最大せ
ん断耐力の 27.7%とした。最大せん断時変位δsu および残留せん断耐力時変位δr はそれぞれ
1.5mm と 8mm とした。1 層あたり上下に 2 箇所の JQ ばねを設定し，それぞれに 1 層あたりの耐
力の半分を与えた。 
 
図 4.7 ばね JQ の位置 
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図 4.8 ばね JQ の復元力特性 
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4.3 増分解析結果 
層せん断力―層間変形関係を図 4.9，損傷の様子を図 4.10-11 に示す。 
正方向載荷時において，R=0.02%時に鉛直接合部のひびわれが発生し，R=0.10%時に水平接合部
の鉄筋が降伏し，R=0.12%時に直行壁内の水平接合部の鉄筋が降伏した。R=0.67%時に 1階脚部の
水平接合部が最大耐力に達し，R=1.00%時に 1 階脚部の水平接合部が残留耐力に達した。この結
果は，負方向載荷の場合でも同様であった。 
 
  
図 4.9 層せん断力―層間変形関係 
 
  
図 4.10 損傷の様子（正方向強制変位） 図 4.11 損傷の様子（負方向強制変位） 
◆はせん断塑性変形ばねの損傷状態を示す。（◆：第 1 折れ点，◆：第 2折れ点，◆：第 3折れ点） 
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4.4 解析結果の考察 
文献 16)を参考に等価粘性減衰定数 heqを求める。荷重変形角関係のループを図 4.12 に示す。 
heqを求めるにあたり，算出式を以下に示す。 
 
∆W：履歴ループの 1サイクルの面積 
W/：等価ポテンシャルエネルギー 
 
図 4.12 荷重-変形角関係のループ  
 
等価粘性減衰定数 heqは以下の通り。 
h/B = 14π × .
∆W
We0 (1.4.1) 
 
エネルギー消費率が一定であることを考えると以下の関係が成り立つ。 
∆W
W/ = 8一定= (1.4.2) 
 
以上を踏まえ，図 4.9 の実験結果（黒線）より求めた等価減衰定数 heq―層間変形角 関係を図
4.13 に示す。 
 
図 4.13 等価減衰定数 heq―層間変形角 関係 
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図 4.14 より負方向載荷では層間変形角 1/200 時点以降では等価減衰定数 heqが 0.25 と安定し
ているが，正方向載荷では変形角が大きくなるにつれて heqも大きくなっている。 
負方向載荷の解析結果では，最小耐力が実験値と概ね一致しており，かつ復元力特性を原点指
向型としているため，実験値に比べ解析値の方が heqは小さいと考えられる。また，正方向載荷
の解析結果のそれぞれの変形角における最大耐力は負方向載荷の解析結果の負側の耐力と線対
称となっている。これより，正方向載荷の解析においても実験値に比べ解析値の方が heqは小さ
いと考えられる。 
 
従って上部構造を 1質点系に縮約し，地震応答解析を行う際，WPC 構造建物の崩壊の傾向より
履歴特性は原点指向型を採用することとした。 
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第 5 章 等価 1 質点系モデルによる地震応答解析 
5.1 既往文献調査 
限界耐力計算と地震応答解析の評価の違いについて，上部構造を 1質点系に変換して，1質
点系の地震応答解析により評価できることを明らかにすることを目的とした。 
 
平石らは，保有水平耐力計算（Ds 値）により耐力を算定した建物を一質点系モデルに縮約し
関東各地に対して時刻歴応答解析を行い，建物の挙動を比較検証している 8）。 
しかし，これらの検討で用いた地盤データは K-NET から取り出したものであり，その地盤周
辺の代表的な地盤特性のデータではない。またこの評価方法では，Ds 値により上部構造の Q-δ
関係，建物周期 Tを建築基準施工令により T=0.02H と定めているが，これらの上部構造の Q-δ
関係と評価例 17）および既往研究から算出した Q-δ関係をもとに算出した Sa－Sd関係と 3.4 節
により算出した 5階建て WPC 構造の Sa－Sd曲線を重ね合わせたものを図 5.1 に示す。これよ
り，WRC 構造建物と WPC 構造建物の性能は大きく異なることが分かる。 
また地震応答解析を行う際文献では，地震時に WRC 構造建物は部材自体が損傷することによ
り建物全体がせん断変形すると考え，1質点系モデルを Takeda モデル（最大点指向型）を用い
ている。一方，WPC 構造建物は接合部が損傷することにより建物が崩壊する傾向および 4章よ
り，原点指向型として評価するべきであると考えた。 
 
 
図 5.1 5 階建て WPC，WRC 構造建物の Sa－Sd関係 
 
以降，1質点系モデルの縮約方法および地震応答解析の手法について述べる。 
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5.2 等価 1 質点系モデルの概要 
多くの地盤に対して地震応答解析を行うため，簡易的なモデルで評価することが望ましい。そ
こで既往研究 2,3）から上部構造の挙動は 1次モードが支配的になると予測し，上部構造を 1質点
系に縮約したモデルを作成し評価する。壁式構造の既往研究では，建物の上部構造を 1質点系モ
デルに置換した応答評価は行われている 8）。しかし図 5.2 に示すような通常のせん断ばねを設け
た等価 1質点系モデルでは，WPC 構造建物の地震時特有の上部構造が一体となり建物脚部の接合
部が損傷しロッキングする挙動を適切に評価することが難しく，同モデル化による解析が必ず
しも適切とは言えない。そこで本研究では，静的増分解析の結果を参考に，質点の下部に剛棒を
設け，剛棒脚部に建物の性能を考慮した曲げばねを設けた等価 1 質点系モデルを構築した。（図
5.3）これは地盤の回転ばねが基礎をロッキングさせ，その上で上部構造がロッキング変形する
挙動を許容するモデル構成となる。 
 
  
図 5.2 せん断ばねを設けた 
等価 1質点系モデル 
図 5.3 剛棒を設け脚部に曲げばねを設けた 
等価 1質点系モデル 
 
この上部構造と地盤ばねを含む基礎構造で構成される 2 次元の連成系モデル（SR モデル）を
用いて大地震時を想定した時刻歴応答解析を 3.1 節に示した地盤に対して行う。地震応答解析
に用いる入力地震動（解放工学的基盤における地震動）は図 5.4 に示す平 12 建告第 1461 号の
極めて稀に発生する地震動レベルの標準加速度応答スペクトルに対応させた 3 種類の模擬地震
波である。位相特性は乱数，八戸 EW(1968)ART，および神戸 NS(1995)JMA である。（図 5.5）地震
応答解析には汎用解析ソフトの SNAP18），地盤の等価線形解析には SNAP-WAVE19）を用いた。各地盤
の加速度応答スペクトル（減衰 5%）は付録 1に記載した。 
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図 5.4 地震波の加速度応答スペクトル 減衰 5% 
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図 5.5 入力地震動 
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文献 20）を参考とした，等価 1質点系モデルの復元力特性の作成手順を以降に示す。 
手順①：3.3 節で算出した図 5.6 に示す静的増分解析（Ai分布）の 1階層せん断力―変位関係を
もとに式(5.1)と(5.2)を用いて，図 5.7 のように上部構造の等価 1自由度系の応答加速度
Saと応答変位 Sdとの関係（構造特性曲線）を求める。Saと Sdは得られた静的増分解析結果
における任意の荷重ステップについて算出する。 
S = QM (5.1) S =
∑mδ
∑mδ  (5.2) 
  
図 5.6 1 階層せん断力―変位関係 図 5.7 Sa-Sd関係 
 
手順②：質点の重量 Muと地盤の回転変位に関係する高さ Heは式(5.3)と(5.4)を用いて算出し，
これは静的増分解析における建物の挙動が弾性時の等価質量 Muと有効高さ Heの値とし
た。 
M = ∑mδ

∑mδ  (5.3) H/ =
∑mδH
∑mδ + H (5.4) 
 
手順③：手順①にて作成した Sa-Sd曲線の縦軸に弾性時の等価質量 Muと有効高さ Heを乗じ，横
軸は有効高さ Heで除して，図 5.8 のように代表曲げモーメント M-代表変形角関係θを作
成した。これをトリリニアにモデル化し，1自由度系モデルの脚部曲げばねの復元力特性
のスケルトンカーブを設定した。上部構造の諸元を表 5.1 に示す。既往研究 2）から，最
大転倒モーメント発生時の層せん断力係数分布と Ai 分布は概ね等しく，既存 WPC 構造集
合住宅建物の張間方向の地震荷重分布に Ai 分布を採用することは妥当と考えられた。こ
れらを踏まえ，5階建て WPC 構造建物は 4.1 節に示した静的増分解析（張間方向，Ai分
布），8階建て WPC 構造建物は著者 21）による静的増分解析（張間方向，Ai分布）によるも
のとした。 
表 5.1 1 質点系上部構造緒元 
階数 有効質量 Mu[ton] 
有効高さ 
He[m] 
1 次固有周
期 
T1[s] 
剛性 K1 
[kNm/rad] 
剛性 K2 
[kNm/rad] 
5 1109.6 9.39 0.12 2.82×108 5.87×107 
8 2552.1 17.11 0.26 4.51×108 1.13×108 
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図 5.8 代表曲げモーメント M－代表変形角関係θ 
 
手順④：弾性時の等価質量 Muと手順③で作成した復元力特性を用いて，等価 1 自由度モデルの
地震応答解析を実施する。履歴則に関しては，部材の復元力特性が層の復元力特性を代表
し，各層の復元力特性が建築物の M－θ関係に反映されるものと仮定して，原点指向型と
した。これは WPC 構造の地震時に部材よりも先に接合部が損傷する特性を考慮したためで
ある。減衰は瞬間剛性比例型とし，上部構造の減衰定数は連成系の 1次固有周期に対して
3%とした。 
 
手順⑤：手順③で作成した M-θ曲線上で手順④で得られた最大応答値に相当する（あるいは最
も近い）静的増分解析のステップ数を求める。（図 5.9） 
 
手順⑥：手順⑤で求めたステップ数に相当する各層の応答値（せん断力と変位）を手順①で得ら
れた静的増分解析結果から求める。（図 5.9） 
 
 
図 5.9 等価 1質点系モデルの地震応答解析の結果を層ごとの最大相対変位に変換する方
法 
 
基礎を固定とした場合の固有値解析で得られた上部構造の1次固有周期は5階建てで0.12秒，
8階建てで 0.26 秒であった。基礎重量については，どちらも 355.45ton とした。 
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5.3 2 次元解析モデルと等価 1 質点系モデルの挙動比較 
モデル化の妥当性を確認するため，一地盤に対して架構解析モデルと等価 1 質点系モデルの
挙動比較を行う。架構解析モデルは上部構造と地盤ばねを含む SR モデルとした。上部構造の構
成は図 3.4，参考文献 21）と同様であり，水平接合部の鉛直方向のばね（SB ばね（8 階建てでは
SP ばね）と CR ばね）の履歴特性は原点指向型とし，鉛直接合部ばね（JQ ばね）と梁のせん断ば
ね（SBMばね）の履歴特性は最大点指向型とした。地盤構成は4.2節の地盤群1のH=15m，Vs=100m/s
の地盤とし，地盤ばねを参考文献 2,9）に従って算出した。 
連成系の 1次固有周期は 5階建てで 0.34 秒，8階建てで 0.80 秒となった。架構モデルと 1質
点系モデル（曲げばね）および（せん断ばね）の 5階建て，8階建てモデルの地震応答解析結果
の各階最大応答変位をそれぞれ図 5.10，5.11 に示す。架構モデルと 1質点系モデル（せん断ば
ね）は一致しなかった。一方で 1質点系モデル（曲げばね）の結果はそれぞれ概ね一致した。解
析にかかった時間は 1質点系モデル（曲げばね）では架構モデルの約 1/300 程度であった。これ
らを踏まえ，3.1 節の地盤に対して地震応答解析を行う。 
 
 
図 5.10 5 階建て WPC 構造建物の最大相対変位（張間方向） 
 
 
図 5.11 8 階建て WPC 構造建物の最大相対変位（張間方向） 
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5.4 地震応答解析の結果 
5 階建て，8階建て WPC 構造建物（張間方向）における最大応答変形角―地盤の 1次卓越周期
の関係（最大値）をそれぞれ図 5.12 と 5.13 に示す。 
 
 
図 5.12 5 階建て WPC 構造建物の解析結果（張間方向，最大値） 
 
図 5.13 8 階建て WPC 構造建物の解析結果（張間方向，最大値） 
 
  
川口
横浜
川崎
町田
川越
鎌倉
1/17
1/20
1/24
1/30
1/40
1/60
1/100
1/120
1/200
0
0 0.5 1 1.5 2
上
部
構
造
の
変
形
角
地盤の一次卓越周期T1[s]
25m
20m
15m
地盤群2
地
盤
群
1
安全限界固有周期 Ts=0.30秒
川口横浜
川崎町田
川越
鎌倉
1/17
1/20
1/24
1/30
1/40
1/60
1/100
1/120
1/200
0
0 0.5 1 1.5 2
上
部
構
造
の
変
形
角
地盤の一次卓越周期T1[s]
25m
20m
15m
地盤群2
地
盤
群
1
安全限界
固有周期
Ts=0.51秒
 44 
 
結果より分かったことを以下に示す。 
 
1. 図 5.12 より，地盤群 1 の地盤に対して 5階建て WPC 構造建物では地盤の 1 次卓越周
期 T1=0.80 秒よりも大きい地盤の方が上部構造の変形角が小さくなり，T1=0.40 秒に
おいて上部構造の変形角が1/21と最大値となった。8階建てWPC構造建物では図5.13
より，地盤の 1次卓越周期 T1=0.50 秒よりも小さい地盤の方が上部構造の変形角が小
さくなり，T1=1.0 秒では上部構造の変形角が 1/18 と最大値となった。一方地盤群 2
の地盤に対して，5階建て WPC 構造建物では図 5.12 より，安全固有周期 0.30 秒付近
の町田で上部構造の変形角が 1/50 と最大値となった。8 階建て WPC 構造建物では図
5.13 より，6つの地盤全て上部構造の変形角は 1/200 から 1/100 の間であった。 
 
2. 5階建て WPC構造建物の方が8階建て WPC構造建物に比べて地盤ごとの最大応答変形
角の差が大きい。これは鉄筋コンクリート構造建物に対して同様の検討を行った文献
8）（平石論文）の傾向と一致している。 
 
3. 5 階建て WPC 構造建物の限界耐力計算による結果では地盤群 1 の地盤周期 T1が 0.40
秒の地盤では余裕度が 1を大きく下回る傾向があった。一方，地震応答解析の結果で
は，5 階建て WPC 構造建物では T1=0.40 秒において応答変形角が大きい。これより，
地盤群 1 では限界耐力計算の結果が地震応答解析の挙動と概ね関連付けて評価出来
ていることが分かった。 
 
4. 地盤群 2では，5階建て WPC 構造建物では図 5.12 において上部構造の変形角が 1/100
を超えた地盤は町田，川崎，川口となり限界耐力計算の結果と異なる。この原因とし
て等価粘性減衰の影響が限界耐力計算と相違があると考えられる。 
 
 
これよりそれぞれのモデルにおいて，ばねごとの吸収したエネルギーを算出し，結果を考察す
ることとした。 
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H=25m，Vs＝150m/s（神戸）の入力エネルギーの時刻歴を図 5.14 に示す。 
損傷エネルギーはそれぞれのばねの損傷することにより消費されたエネルギーである。 
参考文献 22）より，ばねごとの減衰により消費するエネルギーWhは(5.5)と(5.6)式で算出し
た。減衰 hは瞬間剛性比例型とし，上部構造の減衰定数は連成系の 1次固有周期に対して 3%と
したため，剛性 Kはその時刻のそれぞれのばねのせん断耐力―変位関係から算出した。ωは連
成系の固有円振動数を示す。 
 
W = ECGH ExJ Gdt
M

 (5.5) ECG = 2hω EKG (5.6) 
 
上部構造の応答が最大時（図 5.14 の場合では 21.34 秒）の減衰エネルギーの内訳を算出し
て，限界耐力計算における減衰による加速度の低減係数 Fhを算出する際用いる等価粘性減衰定
数 hに影響する上部構造，水平地盤ばね，回転地盤ばねの値の割合（図 3.19-3.22）と比較
し，地震応答解析との減衰の影響の違いを明らかにする。 
 
 
図 5.14 入力エネルギーの時刻歴（H=25m，Vs＝150m/s，神戸） 
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5 階建て，8階建て WPC 構造建物（張間方向）における減衰エネルギーの内訳をそれぞれ図
5.15-18，5.19-22 に示す。 
 
(5 階建て WPC 構造建物について)図 5.15-18 より分かったことを以下に示す。 
1. 図 5.15-17 より，周期が大きい Vs=100m/s の地盤では地盤ばねの割合が大きく，S波
速度が小さくなるにつれて地盤ばねの割合が小さくなった。これは限界耐力計算の傾
向と概ね一致するが地盤の一次卓越周期が 0.7 秒（H=15m,20m,25m の Vs=100m/s，
H=20m,25m の Vs=150m/s の地盤）以下の地盤においては大幅に地盤ばねの割合が小さ
くなることが分かった。 
2. 図 5.18 より，地盤群 2に関しては鎌倉の水平地盤ばねの影響がかなり大きくなって
おり，限界耐力計算の場合（図 3.22）と割合が大きく異なることが分かった。この原
因として，水平地盤ばねの等価減衰定数 hHGおよび地盤ばね定数 KHGの違いが挙げられ
る。評価方法が異なることが原因で，地震応答解析では Francis の式と Gazetas らに
よる方法用いて KHGと hHGを算出しており，算出過程で杭端部の変位 unが負になること
で KHGが限界耐力計算（地表面および基礎直下の地盤の影響を受けやすい）の KHGと比
べて小さいため，hHGが大きくなり，水平地盤ばねの減衰の影響が大きくなったと考え
られる。 
図 5.15 5 階建て WPC 構造建物(H=15m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，最大値） 
 
図 5.16 5 階建て WPC 構造建物(H=20m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，最大値） 
 
図 5.17 5 階建て WPC 構造建物(H=25m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，最大値） 
図 5.18 5 階建て WPC 構造建物(地盤群 2) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，最大値） 
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 (8 階建て WPC 構造建物について) 図 5.19-22 より分かったことを以下に示す。 
1. 図 5.13 より地盤群 1では 150m/s が全ての地盤深さにおいて上部構造の最大応答変形
角が最大となっており，これに対し図 5.19-22 より地盤ばねのエネルギー吸収の割合
が他の地盤に比べて小さいことが確認できた。 
2. 図 5.13，22 より，地盤群 2において（水平地盤ばねの影響）/（回転地盤ばねの影
響）の値が大きいほど応答が小さいことが分かった。 
3. 8 階建て WPC 構造建物における減衰エネルギー中の回転地盤ばねの減衰による影響は
5階建て WPC 構造建物では 5-15%程度であったが，8階建て WPC 構造建物では 15-50%
程度であった。これより，地震時に上部構造が一体となりロッキングする WPC 構造建
物では地盤（基礎のロッキング）を考慮して設計する必要があり，これは建物が高層
化するにつれてその傾向がより顕著となる。 
 
図 5.19 8 階建て WPC 構造建物(H=15m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，最大値） 
 
図 5.20 8 階建て WPC 構造建物(H=20m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，最大値） 
 
図 5.21 8 階建て WPC 構造建物(H=25m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，最大値） 
 
図 5.22 8 階建て WPC 構造建物(地盤群 2) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，最大値） 
 
  
0% 20% 40% 60% 80% 100%
100
150
200
250
300
350
S
波
速
度
V
s[
m
/s
]
上部構造
水平地盤ばね
回転地盤ばね
0% 20% 40% 60% 80% 100%
100
150
200
250
300
350
S
波
速
度
V
s[
m
/s
]
上部構造
水平地盤ばね
回転地盤ばね
0% 20% 40% 60% 80% 100%
100
150
200
250
300
350
S
波
速
度
V
s[
m
/s
]
上部構造
水平地盤ばね
回転地盤ばね
0% 20% 40% 60% 80% 100%
川口
横浜
川崎
町田
川越
鎌倉
上部構造
水平地盤ばね
回転地盤ばね
 48 
 
（参考図）5 階建て WPC 構造建物，張間方向 
 
図 3.17 地盤ごとの限界耐力計算法による評価 
  
図 3.19 H=15m の減衰定数への影響 
 
図 3.20 H=20m の減衰定数への影響 
 
  
図 3.21 H=25m の減衰定数への影響 図 3.22 地盤群 2における減衰定数の影響 
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5 階建て，8階建て WPC 構造建物（張間方向）における地震応答解析の結果を表 5.2，5.3 に示
す。 
 
表 5.2 5 階建て WPC 構造建物（張間方向）の各地盤の地震応答解析結果（最大値） 
 
 
表 5.3 8 階建て WPC 構造建物（張間方向）の各地盤の地震応答解析結果（最大値） 
 
 
  
H
[m]
Vs
[m/s] 応答が最大の位相
地盤の1次卓越周期
Tg[s]
連成系の1次卓越周
期
Ts[s]
地盤ばね変位
[mm]
上部構造変位
[mm]
地盤ばね変形角
[rad]
上部構造変形角
[rad]
上部構造
変形角
[%]
100 乱数 0.951 0.341 8.52 21.26 1/12 1/442 0.22624
150 八戸 0.624 0.280 4.69 199.93 1/21 1/47 2.12766
200 乱数 0.410 0.238 2.94 397.52 1/34 1/24 4.16667
250 乱数 0.286 0.208 1.92 207.00 1/52 1/45 2.22222
300 乱数 0.221 0.190 1.35 184.81 1/74 1/51 1.96078
350 乱数 0.182 0.179 1.02 171.24 1/98 1/55 1.81818
100 乱数 1.265 0.345 8.58 26.07 1/12 1/360 0.27778
150 八戸 0.823 0.281 4.40 34.23 1/23 1/274 0.36496
200 乱数 0.595 0.244 2.96 260.92 1/34 1/36 2.77778
250 八戸 0.405 0.213 1.88 209.71 1/53 1/45 2.22222
300 乱数 0.306 0.193 1.36 220.91 1/74 1/43 2.32558
350 乱数 0.249 0.181 1.02 167.38 1/98 1/56 1.78571
100 八戸 1.575 0.347 5.35 15.26 1/19 1/616 0.16234
150 神戸 1.018 0.281 4.48 51.88 1/22 1/181 0.55249
200 乱数 0.732 0.244 2.77 225.72 1/36 1/42 2.38095
250 乱数 0.534 0.217 1.87 275.52 1/54 1/34 2.94118
300 乱数 0.397 0.196 1.36 449.82 1/74 1/21 4.76190
350 乱数 0.318 0.183 1.02 158.51 1/98 1/59 1.69492
川口 乱数 1.260 0.363 11.72 130.14 1/9 1/72 1.38889
横浜 乱数 0.895 0.260 2.53 8.58 1/39 1/1095 0.09132
川崎 八戸 0.694 0.306 10.18 130.71 1/10 1/72 1.38889
町田 乱数 0.298 0.282 15.07 187.43 1/7 1/50 2.00000
川越 八戸 0.260 0.280 6.38 64.85 1/16 1/145 0.68966
鎌倉 乱数 0.137 0.298 10.30 16.44 1/10 1/571 0.17513
15m
20m
25m
地盤群2
H
[m]
Vs
[m/s] 応答が最大の位相
地盤の1次卓越周期
Tg[s]
連成系の1次卓越周
期
Ts[s]
地盤ばね変位
[mm]
上部構造変位
[mm]
地盤ばね変形角
[rad]
上部構造変形角
[rad]
上部構造
変形角
[%]
100 乱数 0.951 0.799 17.90 113.69 1/6 1/150 0.66667
150 乱数 0.624 0.674 10.64 525.91 1/9 1/33 3.03030
200 乱数 0.410 0.573 5.83 174.19 1/17 1/98 1.02041
250 乱数 0.286 0.499 3.78 185.81 1/26 1/92 1.08696
300 乱数 0.221 0.454 2.75 162.13 1/36 1/106 0.94340
350 乱数 0.182 0.425 2.09 161.04 1/48 1/106 0.94340
100 乱数 1.265 0.818 12.71 87.52 1/8 1/195 0.51282
150 八戸 0.823 0.680 9.80 815.82 1/10 1/21 4.76190
200 乱数 0.595 0.593 5.92 212.28 1/17 1/81 1.23457
250 乱数 0.405 0.514 3.89 163.20 1/26 1/105 0.95238
300 乱数 0.306 0.464 2.75 161.59 1/36 1/106 0.94340
350 乱数 0.249 0.432 2.09 181.04 1/48 1/94 1.06383
100 乱数 1.575 0.828 18.57 144.84 1/5 1/118 0.84746
150 乱数 1.018 0.683 9.21 924.66 1/11 1/18 5.55556
200 乱数 0.732 0.594 5.67 456.07 1/18 1/38 2.63158
250 乱数 0.534 0.526 3.76 204.22 1/27 1/84 1.19048
300 乱数 0.397 0.473 2.73 177.11 1/37 1/97 1.03093
350 乱数 0.318 0.438 2.09 173.99 1/48 1/98 1.02041
川口 八戸 1.260 0.844 27.04 192.52 1/4 1/89 1.12360
横浜 乱数 0.895 0.612 9.51 147.36 1/11 1/116 0.86207
川崎 八戸 0.694 0.667 23.00 134.84 1/4 1/127 0.78740
町田 乱数 0.298 0.531 30.46 126.62 1/3 1/135 0.74074
川越 乱数 0.260 0.649 12.96 143.34 1/8 1/119 0.84034
鎌倉 乱数 0.137 0.619 22.20 76.66 1/5 1/223 0.44843
15m
20m
25m
地盤群2
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5 階建て，8階建て WPC 構造建物（張間方向）における最大応答変形角―地盤の 1次卓越周期
の関係をそれぞれ建物ごと，地盤ごとに図 5.23-28 に示す。 
  
図 5.23 5 階建て WPC 構造建物の解析結果
（張間方向，乱数） 
 
図 5.24 8 階建て WPC 構造建物の解析結果
（張間方向，乱数） 
 
  
図 5.25 5 階建て WPC 構造建物の解析結果
（張間方向，八戸） 
 
図 5.26 8 階建て WPC 構造建物の解析結果
（張間方向，八戸） 
 
  
図 5.27 5 階建て WPC 構造建物の解析結果
（張間方向，神戸） 
 
図 5.28 8 階建て WPC 構造建物の解析結果
（張間方向，神戸） 
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5 階建て，8階建て WPC 構造建物（張間方向）における減衰エネルギーの内訳をそれぞれ建物
ごと，地盤ごとに図 5.29-40 と図 5.41-52 に示す。 
 
 
図 5.29 5 階建て WPC 構造建物(H=15m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，乱数） 
 
図 5.30 5 階建て WPC 構造建物(H=20m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，乱数） 
 
図 5.31 5 階建て WPC 構造建物(H=25m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，乱数） 
 
図 5.32 5 階建て WPC 構造建物(地盤群 2) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，乱数） 
 
図 5.33 5 階建て WPC 構造建物(H=15m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，八戸） 
 
図 5.34 5 階建て WPC 構造建物(H=20m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，八戸） 
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図 5.35 5 階建て WPC 構造建物(H=25m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，八戸） 
 
図 5.36 5 階建て WPC 構造建物(地盤群 2) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，八戸） 
 
図 5.37 5 階建て WPC 構造建物(H=15m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，神戸） 
 
図 5.38 5 階建て WPC 構造建物(H=20m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，神戸） 
 
図 5.39 5 階建て WPC 構造建物(H=25m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，神戸） 
 
図 5.40 5 階建て WPC 構造建物(地盤群 2) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，神戸） 
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図 5.41 8 階建て WPC 構造建物(H=15m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，乱数） 
 
図 5.42 8 階建て WPC 構造建物(H=20m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，乱数） 
 
図 5.43 8 階建て WPC 構造建物(H=25m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，乱数） 
 
図 5.44 8 階建て WPC 構造建物(地盤群 2) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，乱数） 
 
図 5.45 8 階建て WPC 構造建物(H=15m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，八戸） 
 
図 5.46 8 階建て WPC 構造建物(H=20m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，八戸） 
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図 5.47 8 階建て WPC 構造建物(H=25m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，八戸） 
 
図 5.48 8 階建て WPC 構造建物(地盤群 2) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，八戸） 
 
図 5.49 8 階建て WPC 構造建物(H=15m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，神戸） 
 
図 5.50 8 階建て WPC 構造建物(H=20m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，神戸） 
 
図 5.51 8 階建て WPC 構造建物(H=25m) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，神戸） 
 
図 5.52 8 階建て WPC 構造建物(地盤群 2) 
減衰エネルギーの内訳（張間方向，神戸） 
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第 6 章 結論 
本研究では，WPC 構造建物の 2次元弾塑性解析モデルを用いて，基礎を固定とした静的増分解
析および基礎と地盤を考慮した限界耐力計算と，1質点系モデルによる地震応答解析を行い，両
者を比較分析した。 
得られた知見は以下の通りである。 
 
（限界耐力計算について） 
(1) 5 階建て WPC 構造集合住宅建物の張間方向および桁行方向に対して静的増分解析を行い，
多様な表層地盤を想定して限界耐力計算を行った。その結果，張間方向では安全固有周期
Tsが 0.30 秒に対して，地盤の一次卓越周期 T1が 0.40 秒の地盤において余裕度（=安全限
界耐力 Qs/必要安全限界耐力 Qsn）は地盤深さ H=15m の場合で 0.68 となった。一方，T1=1.0
秒時に余裕度は 1.38 となり約 2 倍の余裕を持って安全限界条件を満足することが分かっ
た。 
 
(2) 地盤の周期が同じ場合でも，地盤の深度-2～-5m の S波速度 Vsが小さい場合，水平地盤ば
ねの減衰定数 hswが大きくなり，加速度の低減率 Fhが小さくなる傾向を確認した。 
 
 
（地震応答解析について） 
(3) 5 階建て，8 階建て WPC 構造建物（張間方向）の上部構造を WPC 構造建物の地震時特有の挙
動を考慮した 1質点系モデルに縮約し，限界耐力計算と同表層地盤に対して地震応答解析を
行った。建物の一次固有周期はそれぞれ 0.12 秒，0.26 秒となった。地震応答解析の結果，
上部構造の最大応答変形角が卓越した地盤の結果を除き 5階建てでは 1/500-1/40，8 階建て
では 1/200-1/100 となり，5階建ての方が 8階建てに比べて地盤による応答の差が大きいこ
とが分かった。これは上部構造の一次固有周期が小さいことが一因として考えられ，限界耐
力計算における張間方向（Ts=0.30 秒）の余裕度が 0.49-1.37，桁行方向（Ts=0.41 秒）の余
裕度が 0.68-1.34 となり，同様の傾向が見られることが確認できた。 
 
(4) 8 階建て WPC 構造建物における減衰エネルギー中の回転地盤ばねの減衰による影響は 5階建
てWPC構造建物では5-15%程度であったが，8階建てWPC構造建物では15-50%程度であった。
これより，上部構造が高層化するにつれて，地盤の回転ばねの減衰の割合が大きくなるため，
上部構造のロッキング変形との関連が推察できる。 
 
 
（限界耐力計算と地震応答解析との比較） 
(5) 架空の地盤で支持層までの Vs 値が一定の地盤について，支持層深さと Vs 値を変化させた地
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震応答解析を行った。その結果 5階建て WPC 構造建物（張間方向）では，地盤の一次卓越周
期 T1が 0.40 秒の地盤では上部構造の最大応答変形角が 1/21 となり，最も応答が大きくな
った。これは限界耐力計算において T1=0.40 秒時に余裕度が 1を大きく下回る傾向が見られ
た結果と概ね整合する。また，地震応答解析における上部構造と水平および回転地盤ばねの
減衰エネルギーの割合と限界耐力計算における加速度の低減係数 Fh への寄与度とで，同様
の傾向が見られることが確認できた。 
 
(6) S 波速度 Vsが一様でない実地盤（地盤群 2）のうち地表面から解放工学的基盤までの深度が
浅く，地盤中の S波速度 Vsの差が大きい地盤では，限界耐力計算で地震応答解析よりも建物
の耐震性能が低く評価されることを確認した。具体的には，限界耐力計算において余裕度
（=Qs/Qsn）が 0.60 程度であったのに対し，地震応答解析では，上部構造の最大応答変形角
が 1/500 以下であった。一因として水平地盤ばねの等価粘性減衰 hswの値が地震応答解析の
方が限界耐力計算に比べて大きいことが考えられる。これは水平地盤ばねの等価粘性定数
KHGを算出する際，限界耐力計算では基礎直下の地盤を主に評価するのに対し，地震応答解析
では Francis の式と Gazetas らによる方法を用いて算出している。地震応答解析の地盤ばね
の設定手法については今後検討の余地があると考えている。 
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世話になりました。一緒に講義を受け，非常に楽しかったです。心より感謝申し上げます。 
 
修士の講義は難しい反面，内容が分かった際の達成感と面白さは壮大なものでした。特に高木准教授をはじめ，構造
系の先生方の授業は大変充実しておりました。 
高木准教授の講義では，解析ソフト内で行われていることについてプログラミングを用いて理解する内容が主で，講
義のはじめに必ず復習の時間を設けており，講義の構成自体が内容を理解しやすい設計となっておりました。北山教授
の講義では鉄筋コンクリートの許容耐力の評価の多様さを分かりやすく緊張感を与えながら教えて戴き，修士にも関わ
らず課題を通信教育のように丁寧に確認して下さりました。壁谷澤准教授の講義では RC 規準の概要を一通り洩れなく教
えて戴き，講義の度に課題が出題され復習しやすく，とても助かりました。多幾山准教授の講義では地震波の整理手法
について一通り教えて戴き，講義を終えた瞬間は内容が難しく講義についていくのに必死でしたが，研究にて地盤の増
幅計算を行う際に，講義ノートを参考にしたところ，理解がかなり早く出来ました。心より感謝申し上げます。 
 
3 年間という短い期間でしたが，研究を通して物事を追求して考える楽しさや大変さを経験することが出来ました。
本研究を通して関わった全ての方に感謝致します。 
 
最後に 18 年間も何不自由無しに学生として好きなことをさせてくれた両親，祖父母，兄に感謝の意を記し，結びと致
します。 
今後このご恩をいつか皆様に返すことが出来るよう，学んだことを活かし社会人として一生懸命生きていきます。 
ありがとうございました。 
 
 
2019 年 2 月 13 日 田中里奈 
  
付録 1 
3.1 地盤条件 の地盤ごとに建物基礎底に入力する加速度応答スペクトル（減衰 5%）を付
図 1-24 に示す。 
 
  
付図 1 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=15m，Vs=100m/s] 
 
付図 2 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=15m，Vs=150m/s] 
 
  
付図 3 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=15m，Vs=200m/s] 
 
付図 4 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=15m，Vs=250m/s] 
 
  
付図 5 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=15m，Vs=300m/s] 
 
付図 6 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=15m，Vs=350m/s] 
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付図 7 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=20m，Vs=100m/s] 
 
付図 8 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=20m，Vs=150m/s] 
 
  
付図 9 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=20m，Vs=200m/s] 
 
付図 10 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=20m，Vs=250m/s] 
 
  
付図 11 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=20m，Vs=300m/s] 
 
付図 12 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=20m，Vs=350m/s] 
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付図 13 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=25m，Vs=100m/s] 
 
付図 14 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=25m，Vs=150m/s] 
 
  
付図 15 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=25m，Vs=200m/s] 
 
付図 16 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=25m，Vs=250m/s] 
 
  
付図 17 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=25m，Vs=300m/s] 
 
付図 18 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[H=25m，Vs=350m/s] 
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付図 19 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[鎌倉] 
 
付図 20 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[川越] 
 
  
付図 21 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[町田] 
 
付図 22 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[川崎] 
 
  
付図 23 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[横浜] 
 
付図 24 加速度応答スペクトル（減衰 5%）[川口] 
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Relationship between Soil Conditions and Earthquake Responses 
of Existing Wall-type Precast Reinforced Concrete Residential 
Buildings in Transverse Direction 
TANAKA Rina, TAKAGI Jiro 
KAWAMURA Takeshi 
 
既存壁式プレキャスト鉄筋コンクリート構造集合住宅建物の張間方向の地震応答と地盤条件の関係 
 
   
正会員 ○田中 里奈*1  同 高木 次郎*2 
WPC 構造 杭基礎 地盤ばね  同  河村 健*3 
  
時刻歴応答解析 張間方向 
     
1. はじめに 
著者らは標準設計された 5階建て既存壁式プレキャスト
鉄筋コンクリート（WPC）構造集合住宅建物の静的増分解
析モデルを作成して耐震性能を評価してきた 1-5)。本報で
は既往研究 5）で用いた張間方向の上部構造モデルを構築
し，上部構造と地盤ばねを含む基礎構造で構成される 2次
元の連成系モデル（以下，SR モデル）に対して，地盤条
件をパラメータとした地震応答解析を行う。基礎形式と
して直接基礎と杭基礎を想定し，杭基礎の場合では建物
の浮き上がりの影響も検討する。 
2. 解析基礎条件 
 対象建物の基準階平面と基礎伏図，張間方向軸組図お
よび基礎梁断面と杭頭詳細をそれぞれ図 1-4に示す。標準
的な WPC構造集合住宅建物の基礎は杭の有無に関係なく布
基礎である。基礎は基礎梁とその直下の基礎スラブとで
構成され，基礎高さは地表-1m である。基礎床板幅（図 3
中の b）は 750-1000mm である。杭は既製鉄筋コンクリー
ト(RC)杭（杭径 300mm，肉厚 60mm）6）を仮定する。 
本研究では主に参考文献 7）より，比較的簡便かつ実用
的と考えられる方法で基礎と地盤を考慮した解析モデル
を構築する。図 5に示す平 12建告第 1461 号の極めて稀に
発生する地震動レベルの標準加速度スペクトルに対応さ
せた 3種類の模擬地震波である。表層地盤の 1次卓越周期
は地盤 A-D でそれぞれ 0.25，0.88，0.89，2.13 秒である。
位相 特 性は 乱数 ， 八 戸 EW(1968)ART ， お よび 神戸
NS(1995)JMA である。地震応答解析には汎用解析ソフトウ
ェアの SNAP8），地盤の等価線形解析には SNAP-WAVE9）を用
いた。 
3. 上部構造および SR モデルの概要 
 上部構造と地盤ばねを含む SR モデルの概要を図 6 に示
す。上部構造では接合部を弾塑性ばねに置換しており，
その復元力特性の包括線の設定およびばねの設定根拠の
詳細に関しては著者らによる既往研究と同様である 5）。水
平接合部ばね（SB ばね）の鉛直引張方向の復元力特性は
実大水平接合部引張実験を基に設定した最大耐力後不勾
配を有するトリリニア型で，第 1折点は接続筋の降伏点で
あり，第 2折点は接続筋の破断点である。直交壁の水平接
合部ばね（CR ばね）と部材のせん断塑性変形ばねの履歴
特性は既往文献 5）を参考に最大点指向型とした。梁の曲
げ塑性変形ばねの復元力特性は負勾配を有するテトラリ
ニア型の復元力特性モデルとした。 
解析基礎条件と地盤による S 波速度の分布を表 1，図 7
に示す。地盤構成は参考文献 7）に準拠し，第 1 種から第 3
種相当の非液状化地盤を設定した。第 1種の地盤 Aでは直
接基礎(CASE1)，第 2 種あるいは第 3 種の地盤 B-D では杭
基礎(CASE2-CASE4)を仮定する。CASE2 では建物の浮き上
がりを考慮した SRモデルを構築する（CASE2R）。各地盤に
 
図 1 検討対象建物の基準階平面図と基礎伏図 
 
       1,5 通り    2 通り    3 通り 
 
図 3 基礎梁断面図 
 
図 2 検討対象建物の張間方向軸組図 図 4 杭頭詳細図 
 
図 5 地震波の加速度応答スペクトル（減衰 5%）  
 
図 6 SR モデル概要図 
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ついて等価線形解析を行い，同解析結果を用いて既往研
究 5）同様に地盤ばねを算出した（表 2）。基礎を固定とし
た場合の固有値解析で得られた上部構造の 1次固有周期は
0.14秒であり，連成系の1次固有周期はCASE1-4でそれぞ
れ 0.27，0.40，0.30，0.39 秒である（図 5）。 
4. 解析結果 
 表 1の解析基礎条件に従い，告示 3波の自由地盤の基礎
底面位置での地震波を入力波として時刻歴地震応答解析
を行った。減衰は瞬間剛性比例型とし，上部構造の減衰
定数は連成系の 1次固有周期に対して 3%とした。図 8に 3
波の内最も 1 階層せん断力係数の最大値（CQ1MAX）が大きい
位相波による最大応答値の上部構造の損傷の様子をそれ
ぞれ示す。図中の◇印および◆印（黒色）はせん断塑性
変形ばねがそれぞれ第 1折点と第 2折点に達したことを示
す。また，○印および●印（赤色）は SBおよび CR ばねが
それぞれ第 1折点と第 2折点に達したことを示す。なお，
他 2 波についても損傷の様子は概ね同様である。CASE1，
2，3，4におけるCQ1MAXはそれぞれ0.87，0.82，0.67，0.34
である。地盤の卓越周期が短い程，上階の層せん断力係
数の増大率も大きい（図 9）。最大応答変位についても，
概ね地盤の卓越周期が短い程大きいが，CASE2（第 2 種相
当地盤）で CASE1（第 1 種相当地盤）より大きい（図 10）。
これは，CASE2 で地盤の卓越周期と連成系の周期が近い
（図 5）ためである。また，CASE2R の CQ1MAXは 0.59 であり，
CASE2 の 0.82 より小さいが，上階のせん断力係数は CASE2
の方が大きくなる（図 9）。これは，建物の浮き上がりに
よるロッキングの影響と推察できる。 
 過去の大地震で，WPC 構造建物の上部構造の被害は比較
的軽微である 10）のに対し，CASE1-3の解析では水平接合部
が降伏し，鉛直接合部と境界梁はせん断破壊した。両者
の相違の一因として，解析では，建物と地盤の接触部の
非線形挙動が正確に評価できていないことが考えられる。 
5. まとめ 
標準的な 5階建て既存 WPC 構造集合住宅建物の張間方向
に対して地盤条件をパラメータとした時刻歴応答解析を
行った。地盤の卓越周期が短い程応答が大きく，第 1種か
ら 3種相当地盤で最大層せん断力係数は 0.87 から 0.34 と
差が大きいことを確認した。第 1種や 2種の固い地盤の場
合，上部構造の損傷や基礎からの浮き上がりによって，
上階の層せん断力係数が増加し，変形が大きくなる傾向
を確認した。なお，過去の大地震で上部構造の被害が比
較的軽微であったこととの違いの一因として，解析では，
建物と地盤の接触部の非線形挙動が正確に評価できてい
ないことが考えられる。 
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CASE1（乱数位相）  CASE2（乱数位相）  CASE2R（八戸位相）  CASE3（八戸位相）  CASE4（八戸位相） 
図 8 塑性ヒンジ図 （◇◆：せん断塑性変形ばね ○●：SB，CR ばね） 
 
S 波速度[m/s] 
図 7 地盤による S 波速度の分布  
表 1 解析基礎条件 
CASE CASE1 CASE2 CASE2R CASE3 CASE4 
杭形式 直接基礎 杭基礎 
地盤 地盤 A 地盤 B 地盤 C 地盤 D 
杭長さ - 24m 35m 46m 
入力地震動 極稀地震動（乱数，八戸，神戸位相） 
浮き上がり 非考慮 非考慮 考慮 非考慮 非考慮 
 
表 2 地盤ばね設定値 
 地盤 A 地盤 B 地盤 C 地盤 D 
水平地盤ばね定数 KHG[kN/m] 1.8×106 7.5×105 1.9×106 9.5×105 
水平地盤ばねの等価減衰定数 hHG[%] 6.9 17.9 12.6 18.8 
回転地盤ばね定数 KRG[kN/m] 3.6×108 1.2×108 1.5×108 7.9×107 
回転地盤ばねの等価減衰定数 hHG[%] 5.2 2.0 2.0 2.0 
回転地盤ばね最大モーメント 
（建物の曲げ戻し力）[kNm] - 
6.7×104 
(CASE2R) - - 
  
図 9 各層の最大層せん断力係数 図 10 各層の最大応答変位 
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